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は じ め に 

本県では、昭和56年から農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維持及び農村生活環

境の改善を図り、併せて公共用水域の水質保全に寄与するため、農村集落におけるし尿、生活雑排

水等の汚水を処理する農業集落排水施設の整備が始まりました。 

そして、住民の環境保全や生活環境の改善に対する関心が急速に高まる中、下水道、農業集落排

水施設、浄化槽等の各事業の特性を活かした効率的な生活排水施設の整備が進められた結果、生活

排水施設の整備は全国トップクラスの水準となりました｡特に､農業集落排水施設は、農業地域にお

ける水環境の改善や生活環境の向上に多大な貢献をしてきました。 

しかし、その後の人口減少など、生活排水処理を取り巻く諸情勢は大きく変化し、生活排水処理

施設の整備における一層の効率化が求められているなど、様々な課題が浮かび上がりました。そこ

で、これらの課題に対応するため、平成22年度に新たな都道府県構想である「水循環・資源循環の

みち2010」構想を策定しました。 

また、この構想策定に際し、地域の特性や創意工夫を活かした効率的な整備が図られるよう、「農

集排施設の後利用プロジェクト」により、農業集落排水施設を統合する場合の事務手続きや、施設

の後利用方法等を実際の事例を検討し、「農業集落排水施設統合マニュアル」を作成しました。 

こうした中、令和４年度には「水循環・資源循環のみち2015」構想を見直した「長野県生活排水

処理構想（2022改定版）」を策定し､これからの取組として農業集落排水処理区の統廃合をさらに進

め、生活排水処理施設の効率化を図ることを掲げています。また、平成28年には農林水産省が「長

期利用財産処分報告書の記載事例」や「農業集落排水施設の再編計画作成の手引き（案）」を作成し

ており、農業集落排水施設の統廃合をより着実に進めていくことが求められています。 

これらの状況等を踏まえ、平成22年度に作成し、平成30年度に一部改訂した「農業集落排水施

設統合マニュアル」を一部改訂しましたので、事務手続きを円滑に行う手引きとして役立てていた

だければ幸いです。 

令和５年３月 
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第１章 農業集落排水施設の接続について

１－１  農業集落排水施設の接続における基本条件の整理フロ－ 

(2) 維持管理コストの比較

(3) 経営計画の作成

具体的に接続を検討 今後検討 接続しない

(1) 建設コストの比較

■ 農業集落排水施設の接続における基本的条件の整理フロ－

ＳＴＡＲＴ

処理区の選定

既存処理区の整理

ﾒﾘｯﾄ・ﾃﾞﾒﾘｯﾄの整理

他処理区との接続
は可能である

既存処理区の計画や
当初目的から接続す
ることは可能である

ステップ１

ステップ２

ﾒﾘｯﾄ・ﾃﾞﾒﾘｯﾄの整理から
総合的に判断して
接続は可能である

ステップ３

構想の短期目標
（5年後）までに接続は

可能である

ステップ４

将来の接続は
可能である

いいえ

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい
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１－２ 農業集落排水施設間の接続 【ケ－ス１】 

■概要図－１

接続の事例 補助事業制度等

・ 老朽化したＡ地区の農業集落排水施設を廃止（中

継ポンプ場に改造）し、隣接するＢ地区の農業集落

排水施設へ接続するものです。

・ 具体的には、『Ａ処理施設を圧送ポンプ場に改造

（目的外使用）するとともに、Ｂ地区の幹線管路ま

で接続管を布設』し、Ｂ処理施設でＡ処理区の汚水

も処理を行うものです。

①接続管路と中継ポンプ場への改造工事

・ 農業集落排水のＡ地区と隣接しているＢ地区を接

続する場合には、一定の条件を満足すれば「農山漁

村地域整備交付金」（機能強化対策）や「農村整備

事業」（農業集落排水施設整備事業）での事業実施

が可能です。

②Ａ地区処理場の取り壊し工事

・ Ａ地区処理場を取り壊す場合の費用についても、

一定の条件を満足すれば補助対象として事業実施

が可能です。

　２，５００人 　６００人

　平成７年 　平成元年
　１９年経過 　２６年経過

供用開始　： 供用開始　：
　JARUS-Ⅲ型

経過年数　： 経過年数　：

計画人口　： 計画人口　：
処理方式　： 　JARUS-OD型 処理方式　：

Ｔ

Ｔ

Ｐ

接続管路(L=1.2km) 中継ポンプ場に改造

農業集落排水 B地区 農業集落排水 A地区
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■農業集落排水施設間の接続における実施フロー
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■農業集落排水施設間の接続における手続き等

手続き関係 留意事項等 

①【農業集落排水サイド】

■Ａ地区処理場の財産処分に当たり、農林水産省関東

農政局長の承認が必要

・ 『補助事業により取得し、又は効用の増加した財

産の処分等の承認基準』に基づく所定の手続きを行

い、承認を得なければなりません。

第２章(P8)参照 

②【財政サイド】

■財政融資資金未償還元金繰上償還に関する関東財

務局長野財務事務所との事前協議

・ 財政融資資金未償還元金がある場合には、繰上償

還についての事前協議が必要です。

◎補助金返還を伴うもの

≫ 原則、一括繰上償還

◎「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律」第22条の規定による承認を報告により承認さ

れたものとみなされたもの

≫ 処分行為報告書提出 

添付－２(P98)参照 

①計画の妥当性

・ Ａ地区の接続ありきでは不可

・ 現在、処理施設の老朽化により何らかの不具合が

生じていることと、適正な維持管理が行われている

ことが大前提となります。

②計画の経済性・事業効果

・ 接続に要する事業費がＡ地区の更新費用を下回る

こと。

 つまり、『Ａ地区処理施設更新費＋維持管理費＞

中継ポンプ場改造費＋接続管路敷設費＋維持管理

費』となります。 

③計画の具体的検討

・ Ａ地区をＢ地区に接続するに当たり、Ｂ地区処理

施設にＡ地区分の汚水を受け入れられる余裕があ

ること。

 この場合、単純にＢ処理施設に余裕があるという

ことでは当初計画が過大なものとなってしまうた

め、供用開始後の社会情勢の変化等により、管路・

処理施設に余裕が生じた経緯を整理する必要があ

ります。 

 また、Ａ地区の接続により汚水を引き受けること

となるＢ地区の住民同意が得られるかについても

調整する必要があります。 

4



１－３ 農業集落排水施設を下水道に接続 【ケ－ス２】 

■概要図－２

接続の事例 補助事業制度等

・ 老朽化したＤ地区の農業集落排水施設を廃止（中

継ポンプ場に改造）し、隣接するＣ地区の公共下水

道へ接続するものです。

・ 具体的には、『Ｄ処理施設を圧送ポンプ場に改造

（目的外使用）するとともに、Ｃ地区の幹線管路ま

で接続管を布設』し、Ｃ処理施設でＤ処理区の汚水

も処理を行うものです。

①接続管路と中継ポンプ場への改造工事

・ 農業集落排水のＤ地区と隣接している公共下水道

Ｃ地区を接続する場合には、農業集落排水Ｄ地区の

処理区域を下水道法第４条の規定に基づき、Ｃ地区

における下水道事業計画に位置付ければ、接続管路

及び中継ポンプ場への改造工事が下水道事業サイ

ドで実施することが可能となります。

　９，０００人 　６００人

　平成７年 　平成元年
　１９年経過 　２６年経過経過年数　： 経過年数　：

　JARUS-Ⅲ型
供用開始　： 供用開始　：

計画人口　： 計画人口　：
処理方式　： 　OD型　４池　 処理方式　：

Ｔ

Ｔ

Ｐ

下水道 Ｃ地区 農業集落排水 Ｄ地区

接続管路(L=0.5km) 中継ポンプ場に改造

※下水道の事業計画に位置付け下水道サイドで実施が可能
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■農業集落排水施設の下水道への接続における実施フロー 
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■農業集落排水施設の下水道への接続における手続き等 

手続き関係 留意事項等 

 

①【農業集落排水サイド】 

■Ｄ地区処理場の財産処分に当たり、農林水産省関東

農政局長の承認が必要 

 

・ 『補助事業により取得し、又は効用の増加した財

産の処分等の承認基準』に基づく所定の手続きを行

い、承認を得なければなりません。 

 

 第２章(P8)参照 

 

②【下水道事業サイド】 

■Ｃ地区の下水道事業計画の変更が必要 

 

・ 農業集落排水Ｄ地区を公共下水道Ｃ地区へ接続す

るためには、Ｄ地区の処理区域を下水道法第４条の

規定による事業計画の変更をする必要があり、以下

の手続きが必要となります。 

 

◎下水道全体計画の見直し 

 ・Ｄ地区の処理区域追加 

 

◎下水道事業計画の変更 

 ・事業計画面積の拡大等 

  

◎下水道事業再評価  

 

③【財政サイド】 

■財政融資資金未償還元金繰上償還に関する関東財

務局長野財務事務所との事前協議 

 

・ 財政融資資金未償還元金がある場合には、繰上償

還についての事前協議が必要です。 

 

◎補助金返還を伴うもの 

  ≫ 原則、一括繰上償還 

 

◎「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律」第22条の規定による承認を報告により承認さ

れたものとみなされたもの 

  ≫ 処分行為報告書提出 

 

 添付－２(P98)参照 

 

 

①計画の妥当性 

・ Ｄ地区の接続ありきでは不可 

・ 現在、処理施設の老朽化により何らかの不具合が

生じていることと、適正な維持管理が行われている

ことが大前提となります。 

 

②計画の経済性・事業効果 

・ 接続に要する事業費がＤ地区の更新費用を下回る

こと。 

  つまり、『Ｄ地区処理施設更新費＋維持管理費＞

中継ポンプ場改造費＋接続管路敷設費＋維持管理

費』となります。 

 

③計画の具体的検討 

・ Ｄ地区をＣ地区に接続するに当たり、Ｃ地区処理

施設にＤ地区分の汚水を受け入れられる余裕があ

ること。 

  この場合、単純にＣ処理施設に余裕があるという

ことでは当初計画が過大なものとなってしまうた

め、供用開始後の社会情勢の変化等により、管路・

処理施設に余裕が生じた経緯を整理する必要があ

ります。 

  また、Ｄ地区の接続により汚水を引き受けること

となるＣ地区の住民同意が得られるかについても

調整する必要があります。 

・ コンポスト施設等で汚泥を堆肥化するなど有効に

利活用している場合は、それを十分に考慮するとと

もに、コンポスト施設等の稼動にも影響を及ぼす恐

れがあることから、この点についても考慮する必要

があります。 
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第２章 財産の処分について 

２－１ 財産処分とは 

農業集落排水事業の実施に当たり、市町村は国や県からの補助金を受けて事業を実施した場合、

処理施設、処理場用地、管路施設及び中継ポンプ施設等を補助対象財産として取得することとなり

ます。 

この場合、市町村へは補助金の交付を受ける際に交付条件が付されており、農業集落排水事業に

より取得した補助対象財産については、農業集落排水事業完了後においても善良な管理者の注意を

もって管理するとともに、補助金の交付の目的に従ってその効率的運用を図ることが義務付けられ

ています。 

補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令で定める財産を、各省各庁

の長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又

は担保に供してはならない（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第

179 号)第 22 条による）こととなっており、承認がされないまま、補助対象財産を当該期間内に補

助目的以外に処分（使用、譲渡、交換、貸付、担保）されないよう、制限が設けられているところ

です。 

このことを「財産処分制限」と通称しており、補助対象財産を補助金の交付の目的に反して処分

(使用、譲渡、交換、貸付、担保)する行為を「財産処分」といいます。 

 

２－２ 財産処分制限の目的 

国では、補助金等に係る予算の執行の適正化を図り、補助目的の円滑な達成を確保するためには、

農業集落排水事業が交付決定内容どおり完了し、精算手続きを経て補助金交付事務が終結すること

となっても、それによって補助目的が完全に達成されたものとみることは必ずしもできないとされ

ています。 

また、農業集落排水事業完了後においても引き続き補助対象財産が当初の目的どおり使用されな

ければ、補助金等交付の目的は完全に達成しえないものとされています。 

8



このような趣旨から、農業集落排水事業完了後の条件として、補助対象財産については農業集落

排水事業完了後も善良なる管理者の注意をもって、その効率的な使用を図るべきことを県や市町村

に対して義務付けているところです。 

 

２－３ 財産処分制限の対象財産 

農業集落排水事業により取得をした財産は、原則すべて対象となり得ます。 

ただし、農林畜水産業関係補助金等交付規則に掲げる「処分制限期間（年）」により、「財産管理

台帳」に記載された年数を経過した財産については、対象外となります。 

このため、市町村が農業集落排水事業により取得した財産（原則すべて）を補助目的以外に処分

（使用、譲与、交換、貸付、担保）する場合には、必ず事前に国、県と協議を行い、所定の手続き

により承認を受けなければなりません。 

 

２－４ 財産処分の根拠法令等 

財産の処分についての県（補助事業者）、市町村（間接補助事業者）の根拠法令等については、以

下によるものが考えられます。 

県（補助事業者） 市町村（間接補助事業者） 

・交付決定時の条件 

・補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律第22条等 

・交付決定時の条件 

・県の補助金等交付規則19条及び土地改良事業

等補助金交付要綱第９条 
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＜ 参 考 ＞ 

（根拠法令等） 

１（国）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 

 

（補助金等の交付の条件） 

第７条 各省各庁の長は、補助金等の交付の決定をする場合において、法令及び予算で定める

補助金等の交付の目的を達成するため必要があるときは、次に掲げる事項につき条件を附す

るものとする。 

（１）～（５） 略 

２ 各省各庁の長は、補助事業等の完了により当該補助事業者等に相当の収益が生ずると認めら

れる場合においては、当該補助金等の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金

等の全部又は一部に相当する金額を国に納付すべき旨の条件を附することができる。 

３ 前二項の規定は、これらの規定に定める条件のほか、各省各庁の長が法令及び予算で定める

補助金等の交付の目的を達成するため必要な条件を附することを妨げるものではない。 

４ 略 

 

（財産の処分の制限） 

第22条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令で定める財産を各

省各庁の長の承認を受けないで補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し

付け、又は担保に供してはならない。 ただし、政令で定める場合は、この限りでない。 

 

２（国）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令 

（処分を制限する財産） 

第13条 法第22条に規定する政令で定める財産は、次に掲げるものとする。 

（１）不動産 

（２）船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドック 

（３）前２号に掲げるものの従物 

（４）機械及び重要な器具で各省各庁の長の定めるもの 

（５）その他各省各庁の長が補助金等の交付の目的を達成するために特に認めるもの 
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（財産の処分の制限を適用しない場合） 

第14条 法第22条ただし書きに規定する政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

（１）略 

（２）補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して各省各庁の長が定める期間を経

過した場合 

 

３（国）農林畜水産業関係補助金等交付規則第５条 

令第十四条第一項第二号に規定する期間は、別表※に掲げるとおりとする。（※別表 略） 

 

４（国）農山漁村地域整備交付金交付要綱第21条 

１ 取得財産等のうち施行令第 13 条第４号の農林水産大臣が定める財産は、１件当たりの取得

価格又は効用の増加価格が50 万円以上の機械及び器具とする。 

２ 適正化法第22 条に定める財産の処分を制限する期間は、規則第５条に規定する期間 

（以下「処分制限期間」という。）とする。 

３ 略 

 

５（県）補助金等交付規則 

（財産の処分制限） 

第19条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産で次の各号の一に

該当するものを、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担

保に供するときは、承認申請書を知事等に提出し、承認を受けなければならない。 

（１）不動産及びその従物 

（２）機械及び重要な器具で知事等が指定するもの 

（３）その他補助金等の交付を達成するため特に必要があると認め、知事等が指示する財産 

２ 前項の規定は、次の各号の一に該当するときは適用しない。 

（１）補助事業者等が第５条第２項の規定による条件に基き補助金等の全部に相当する金額を県

に納付したとき。 

（２）補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して定めた期間を経過したとき。 

３ 第６条の規定は、第１項の承認をした場合に準用する。 
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６（県）土地改良事業等補助金交付要綱 

（財産処分の制限等） 

第16 規則第19条第１項の承認申請書は、土地改良事業等財産処分承認申請書（様式第18 

号）とする。 

  ２ 規則第19条第１項第２号の規定により知事が指定する財産は、１件の取得価格が50万円以

上の機械及び器具とする。 

３ 規則第 19 条第２項２号の規定により知事が定める期間は、農林畜水産業関係補助金等交付

規則（昭和 31 年農林省令第 18 号）に定める期間（同省令に定めのない財産については、知

事が別に定める期間）とする。 

 

２－５ 財産処分の特例 

現行制度での特例については、以下のとおりです。 

１ 地域再生法第18条による農林水産省財産処分承認手続きの特例制度 

地域再生計画を内閣府に対して申請し、内閣府の承認を受け、その旨が公示されれば地域再生

計画の認定となるため、公示をもって補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第22条の

承認があったものとして特例措置として取り扱われます。 

 ただし、農林水産大臣の承認を受けたものとみなされた財産の処分についてのみ、承認基準に

定める手続きを要しないものとなります。 

 

「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について」 

（平成20年５月23日付け20経第385号農林水産省大臣官房経理課長通知）第15条第８項 

 

※内閣府のホ－ムペ－ジ参照https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/sinsei.html 

○ 地域再生計画の認定申請について 

地域再生法に基づく認定申請（マニュアル 新版） 

・地域再生計画認定申請マニュアル（総論）［令和４年７月一部改訂］ 

・地域再生計画認定申請マニュアル（各論）［令和４年７月一部改訂］ 
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第３章 財産の処分等の承認基準について 

３－１ 財産の処分等の承認基準 

農業集落排水施設に係る財産の処分等の承認基準については、「補助金等適正化中央連絡会議の決

定事項の通知について」（平成20年４月17日付け20経第112号大臣官房長通知）の趣旨に従い、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第22条に基づく農林

水産大臣の承認に関し、手続等のより一層の弾力化及び明確化を図るため、「補助事業等により取得

し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について」（平成20年５月23日付け20経第385

号農林水産省大臣官房経理課長通知）に基づき適正に処理することが定められています。 

 

３－２ 承認基準第10条基準（財産処分に係る承認申請等） 

間接補助対象財産（農業集落排水施設）の所有者（市町村）が、処分制限期間内に財産処分をし

ようとするときは、補助事業者（県）へ財産処分の承認を申請（別紙様式第８号（P82 参照））し、

補助事業者（県）はその旨を農林水産大臣（関東農政局長あて）に申請（別紙様式第15号（P94参

照））して、その承認を受けることとなります。 

 

３－３ 承認基準第11条基準 

(地方公共団体が所有する長期利用財産に係る承認申請等) 

間接補助対象財産（農業集落排水施設）の所有者が地方公共団体である場合において、地域活性

化等を図るため、長期利用財産を処分しようとするときは、第10条の規定にかかわらず、間接補助

事業者（市町村）は補助事業者（県）へ長期利用財産処分報告書（別紙様式第９号（P83参照））を、

補助事業者（県）はその旨の報告（別紙様式第16 号（P95 参照））を農林水産大臣（関東農政局長

あて）に提出することができます。 

この場合においては、関東農政局長による報告書の受理をもって、農林水産大臣の承認があった

ものとみなされます。 

また、次の各号に該当するときは、上記にかかわらず、間接補助事業者(市町村)は、補助事業者
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（県）へ長期利用財産の処分の承認を申請（別紙様式第10 号（P85 参照））し、補助事業者（県）

はその旨を農林水産大臣（関東農政局長あて）に申請（別紙様式第15 号（P94 参照））して、その

承認を受けることとなります。 

（１）財産処分が有償の譲渡又は貸付けである場合 

（２）当該財産処分により、（１）に掲げる場合以外の収益が見込まれる場合 

さらに、市町村合併により、合併後の新市町村において類似施設が複数あることを理由として、

補助目的に従った利用により10年を経過していない補助対象財産を処分しようとするときは、間接

補助事業者等（市町村）は、上記にかかわらず、別途手続きによることができます。 

※(P61)別表２（第4条及び第11条関係）参照 

 

３－４ 承認基準における用語の定義 

（１） 補助対象財産 

  補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産で、補助金等に係る予算の執行の適正化  

に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）第13条各号に定めるものをいいます。 

（２） 処分制限期間 

  農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号）第５条で定める処分の制 

限を受ける期間又は減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定め

る耐用年数に相当する期間をいいます｡ 

 なお、長野県における処分制限期間は､農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31 年農林省

令第18号）に定められている耐用年数に相当する期間としています。 

（３） 財産処分 

  補助対象財産を、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は     

担保に供することをいいます。 
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（４） 地域活性化等 

近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変化への対応、ま

た既存ストックを効率的に活用した地域活性化をいいます。 

（５） 長期利用財産 

補助対象財産のうち、補助目的に従った利用により10年を経過したものをいいます。 
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第４章 財産処分の手続きについて 

４－１ 承認基準第10条による場合 

対象財産の処分については、必ず事前承認を要することから、処分事由が生じた時点で処分内容等を把

握した上で、地域振興局及び生活排水課との打合せを行ってください。 

承認申請後、関東農政局長が当該処分が合理的かつやむを得ないと判断された場合において、必要に応

じた条件（補助目的継承、補助金相当額の返還、処分結果報告）を付して承認されることとなります。 

 

 ※その他参考資料の作成(P31)

 ※下水道、財政サイド等との打合せ

 ※納入告知書発行から２０日以内

返還額
の納付

経由
返還額
の納付

受領

承認

返還額
確  定

経由
納  入
告知書

審査

(知事あて※)

 ※別表１(P59参照)の承認条件等が付される

納  入
告知書

(知事あて)

 ※処分結果が分かる書類等を添付

結果
報告

進達
結果
報告

確認

承認
通知

経由
承認
通知

承認
申請

 ※【国費】別紙様式８号(第10条第１項関係)
　 【県費】別紙様式１号(第19条関係)　(P19)

進達
承認
申請

事前
協議

 ※財産処分の必要性、妥当性等の検討

事前
協議

協議資料
作　  成

事　　　　　　　　項

財産処分の事由発生

市町村
地域振興局
農地整備課

環境部
生活排水課

関東農政局
地域整備課

事前
協議

事前
協議

財産処分の事由発生

事前打合せ

財産処分申請

承認通知・条件提示

財産処分・処分結果報告

補助金相当額返還額確定
（納入告知書発行）

返還額の納付
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4

月
5

月
6

月
7

月
8

月
9

月
1

0
月

1
1

月
1

2
月

1
月

2
月

3
月

注
１

）
財

政
融

資
資

金
未

償
還

金
を

含
む

繰
上

償
還

に
つ

い
て

は
一

括
償

還
が

猶
予

さ
れ

る
場

合
が

あ
る

た
め

、
財

政
サ

イ
ド

と
も

十
分

に
事

前
打

合
せ

を
行

っ
て

く
だ

さ
い

。

注
２

）
農

業
集

落
排

水
施

設
の

統
合

に
伴

う
手

続
き

と
し

て
、

①
財

産
処

分
の

報
告

、
②

都
市

計
画

の
変

更
、

③
下

水
道

法
事

業
計

画
及

び
都

市
計

画
法

認
可

の
順

に
事

務
処

理
を

行
う

。
  

  
  

 （
①

～
③

が
同

日
付

け
で

も
可

）

注
）

本
工

程
表

は
、

事
例

に
基

づ
く

標
準

的
な

工
程

を
示

し
た

も
の

で
あ

る
。

下
水

道
事

業
計

画
の

変
更

(全
体

計
画

・
計

画
変

更
等

)

１
 承

認
基

準
第

1
0

条
に

よ
る

場
合

の
財

産
処

分
工

程
表

財
産

処
分

の
事

由
発

生
～

翌
々

中
期

後
期

前
期

中
期

前
年

度

前
期

中
期

確
定

及
び

納
付

(9
)

年
度

後
期

翌
年

度

(6
)

（
関

係
機

関
等

）

前
期

説
明

資
料

作
成

事
前

打
合

せ
及

び
協

議

財
産

処
分

申
請

～
承

認

●
●

２
 財

産
処

分
工

程
表

の
説

明

(1
)

(2
)

(4
)

(7
)

(8
)

既
設

農
業

集
落

排
水

施
設

改
修

工
事

(1
0

)
補

助
金

相
当

額
返

還
額

の

財
産

処
分

・
処

分
結

果
報

告

下
水

道
へ

の
接

続
工

事

起
債

繰
上

償
還

(2
)事

前
打

合
せ

及
び

協
議

(3
)長

野
財

務
事

務
所

協
議

 下
水

道
サ

イ
ド

と
の

接
続

協
議

、
農

業
集

落
排

水
施

設
の

財
産

処
分

に
つ

い
て

関
係

機
関

と
の

事
前

打
合

せ
を

行
い

ま
す

。

 起
債

残
高

､
農

林
水

産
省

へ
の

申
請

内
容

等
を

ま
と

め
繰

上
償

還
に

つ
い

て
協

議
を

行
い

ま
す

。
（

財
政

融
資

資
金

未
償

還
元

金
含

む
｡
）

項
　

　
　

　
　

目

(1
)財

産
処

分
の

事
由

発
生

～
説

明
資

料
作

成

作
　

　
　

　
業

　
　

　
　

内
　

　
　

　
容

　
　

　
　

等

 財
産

処
分

書
類

の
作

成
要

領
を

参
考

に
補

足
説

明
資

料
及

び
下

水
道

接
続

説
明

資
料

を
作

成
し

ま
す

。

(8
)既

設
農

業
集

落
排

水
施

設
改

修
工

事

(9
)財

産
処

分
・

処
分

結
果

報
告

 下
水

道
へ

の
接

続
（

切
換

）
工

事
が

完
了

し
た

ら
、

利
用

を
図

る
農

業
集

落
排

水
施

設
の

改
修

工
事

を
行

い
ま

す
。

利
用

を
図

る
農

業
集

落
排

水
施

設
の

改
修

工
事

が
完

了
し

た
ら

、
財

産
処

分
を

行
い

そ
の

結
果

を
報

告
し

ま
す

。

(4
)長

期
利

用
財

産
処

分
申

請
～

承
認

(5
)都

市
計

画
の

変
更

 事
前

打
合

せ
及

び
協

議
が

完
了

し
た

ら
、

財
産

処
分

書
類

の
作

成
要

領
を

参
考

に
長

期
利

用
財

産
処

分
申

請
書

を
作

成
し

、
申

請
を

行
い

ま
す

。
（

「
処

分
予

定
年

月
日

」
を

下
水

道
接

続
予

定
日

と
し

て
報

告
し

、
関

東
農

政
局

が
受

理
す

る
。

）

 農
業

集
落

排
水

エ
リ

ア
を

下
水

道
排

水
区

域
と

し
て

位
置

付
け

る
必

要
が

あ
る

場
合

、
都

市
計

画
及

び
都

市
計

画
事

業
の

変
更

を
行

い
ま

す
。

(6
)下

水
道

事
業

計
画

の
変

更

(7
)下

水
道

へ
の

接
続

工
事

 下
水

道
法

に
基

づ
く

全
体

計
画

の
変

更
及

び
事

業
計

画
の

変
更

（
農

集
排

区
域

の
拡

大
）

を
行

い
ま

す
。

 各
種

手
続

き
が

完
了

し
た

ら
、

下
水

道
へ

の
接

続
工

事
（

管
渠

敷
設

・
切

換
等

）
を

行
い

ま
す

。

●

後
期

 項
目

財
産

処
分

　
当

該
年

度

(1
1

)起
債

繰
上

償
還

 国
庫

へ
繰

上
償

還
を

行
い

ま
す

。

(1
0

)補
助

金
相

当
額

返
還

額
の

確
定

及
び

納
付

 補
助

金
相

当
額

返
還

額
を

確
定

し
、

納
入

告
知

書
が

発
行

さ
れ

る
の

で
２

０
日

以
内

に
返

還
額

を
納

入
し

ま
す

。

(3
)

長
野

財
務

事
務

所
協

議

(起
債

繰
上

償
還

）

(5
)

都
市

計
画

の
変

更

(都
市

計
画

・
都

市
計

画
事

業
)

(1
1

)

こ
の

期
間

は
農

林
水

産
省

補
助

の
財

産
と

し
て

取
り

扱
う

(5
)(
6)

の
変

更
完

了
日

以
前

に
受

理
さ

れ
て

い
る

こ
と
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■ 承認基準第10条による場合の記載例 

 

別紙様式８号（第10条第１項関係） 

 

財産処分承認申請書 
番   号  

（元号）○年○月○日  

  

長野県知事 ○○ ○○ 様 

 

市町村長  氏   名※１   

 
（元号）○年度○○○事業※２補助金により取得した（又は効用の増加した）財産について、補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第７条第３項の規定に基づき付された条件により付さ

れた間接補助条件に基づき、下記のとおり処分したいので、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産

の処分等の承認基準第10条第１項の規定により、承認申請します。 

 なお、本申請の承認後、当該承認に係る処分内容と異なる財産処分を行おうとする場合、当該承認に付された

条件を満たすことができなくなった場合又は当該財産処分を取りやめることにより間接補助目的に従った間接補

助対象財産の使用を継続しようとする場合には、速やかに貴職にその旨を報告し、指示に従うことといたします。 

 

記 

 

別紙のとおり 

 

 

 
別紙様式１号（第19条関係） 

 

承認申請書 
番   号  

（元号）○年○月○日  

  

長野県知事 ○○ ○○ 様 

 

市町村長  氏   名※１   

 
 （元号）○年度 ○○○事業※２補助金により取得した財産について、補助金等交付規則（昭和34
年３月23日規則第９号）第19条に基づき､下記のとおり処分したいので､補助金等交付規則第19条の

規定に基づく知事等の承認について（平成20年12月17日20財第103号）に基づき、承認申請書を提出

します。 

記 

 
別紙のとおり 

県費分 

国費分 
※１ 公印省略の場合には、市町村長名の下に「（公印省略）」と記載 
※２ P34の該当事業名を記載 

※１ 公印省略の場合には、市町村長名の下に「（公印省略）」と記載 
※２ P34の該当事業名を記載 
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別 紙 

１ 処分の理由及び今後の利用方法等 

（１） 処分を行う理由 

（注） 近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変化に対応するた

め、また既存ストックを効率的に活用した地域活性化を図るためのものであることを具体的に記

述すること。 

 

※「である体」と「ます体」の混用は行わない。原則「ます体」とする。以下同じ。 

 

（２） 今後の利用方法（処分区分） 

（注） 今後の利用方法等、具体的に記述すること。 

 

（処分区分） 

 

（例）「承認基準」別表１(P53)に記載されている処分区分から記述すること。 

目的外使用 「補助事業を中止する場合（道路拡張等により取り壊す場合以外の場合）」 

 

 

 

２ 処分の対象財産 

※ 「■ 承認基準第11条（報告）による場合の記載例」(P24)参照 

 

３ 処分予定年月日 

（元号）○年○月○日 

（注） 下水道への接続予定日とする。 

 

４ その他参考資料  

※「４－４ その他参考資料」(P32)を参照 

 

別添１ 位置図 

 別添２ 処理場写真 

 別添３ 財産管理台帳   等 
    ・ 
    ・ 
    ・ 
     
 

 

 

 

 

 

※添付する各資料の右肩に、添付した順で「別添○」と記載 
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４－２ 承認基準第11条（報告）による場合 

対象財産の処分については、必ず事前承認を要することから、処分事由が生じた時点で処分内容等を把

握した上で、地域振興局及び生活排水課との打合せを行ってください。 

 長期利用財産処分報告後、関東農政局長が当該処分が合理的かつやむを得ないと判断された場合におい

て、報告書の受理をもって、承認があったものとみなされます。 

 

■ 目的外使用で収益がない場合、無償譲渡、無償貸付け及び市町村合併に伴うもので収益がない場合 

 

 

 ※その他参考資料の作成(P31)

 ※財産処分の必要性、妥当性等の検討

 ※下水道、財政サイド等との打合せ

 ※処分結果が分かる書類等を添付

 ※【国費】別紙様式９号(第11条第１項関係)
　 【県費】別紙様式２号(第19条関係)　(P23)

事前
協議

市町村
地域振興局
農地整備課

環境部
生活排水課

関東農政局
地域整備課

処分
報告

進達

事前
協議

事前
協議

事前
協議

承認
受理

(知事あて)

結果
報告

進達
結果
報告

処分
報告

審査

(知事あて※)

協議資料
作　  成

事　　　　　　　　項

受理
連絡

経由
結果
通知

財産処分の事由発生

事前打合せ

長期利用財産処分報告

報告書受理（承認）

財産処分・処分結果報告
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4

月
5

月
6

月
7

月
8

月
9

月
1

0
月

1
1

月
1

2
月

1
月

2
月

3
月

注
１

）
利

用
の

計
画

の
内

容
に

よ
り

、
必

要
な

手
続

き
が

あ
る

場
合

は
適

宜
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
を

追
加

し
ま

す
。

　
　

（
例

え
ば

利
用

が
防

災
施

設
の

場
合

、
地

域
防

災
計

画
の

見
直

し
等

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
を

工
程

表
及

び
説

明
に

追
加

し
ま

す
。

）

注
２

）
財

政
融

資
資

金
未

償
還

金
を

含
む

繰
上

償
還

に
つ

い
て

は
一

括
償

還
が

猶
予

さ
れ

る
場

合
が

あ
る

た
め

、
財

政
サ

イ
ド

と
も

十
分

に
事

前
打

合
せ

を
行

な
っ

て
く

だ
さ

い
。

注
３

）
農

業
集

落
排

水
施

設
の

統
合

に
伴

う
手

続
き

と
し

て
、

①
財

産
処

分
の

報
告

、
②

都
市

計
画

の
変

更
、

③
下

水
道

法
事

業
計

画
及

び
都

市
計

画
法

認
可

の
順

に
事

務
処

理
を

行
う

。
  

  
  

 （
①

～
③

が
同

日
付

け
で

も
可

）

注
）

本
工

程
表

は
、

事
例

に
基

づ
く

標
準

的
な

工
程

を
示

し
た

も
の

で
あ

る
。

１
 承

認
基

準
第

1
1

条
（

報
告

）
に

よ
る

場
合

の
財

産
処

分
工

程
表

(8
)既

設
農

業
集

落
排

水
施

設
改

修
工

事

(9
)財

産
処

分
・

処
分

結
果

報
告

 下
水

道
へ

の
接

続
（

切
換

）
工

事
が

完
了

し
た

ら
、

利
用

を
図

る
農

業
集

落
排

水
施

設
の

改
修

工
事

を
行

い
ま

す
。

 利
用

を
図

る
農

業
集

落
排

水
施

設
の

改
修

工
事

が
完

了
し

た
ら

、
財

産
処

分
を

行
い

そ
の

結
果

を
報

告
し

ま
す

。

(6
)下

水
道

事
業

計
画

の
変

更

(7
)下

水
道

へ
の

接
続

工
事

 下
水

道
法

に
基

づ
く

全
体

計
画

の
変

更
及

び
事

業
計

画
の

変
更

（
農

集
排

区
域

の
拡

大
）

を
行

い
ま

す
。

 各
種

手
続

き
が

完
了

し
た

ら
、

下
水

道
へ

の
接

続
工

事
（

管
渠

敷
設

・
切

換
等

）
を

行
い

ま
す

。

(2
)事

前
打

合
せ

及
び

協
議

(4
)長

期
利

用
財

産
処

分
報

告
～

報
告

書
受

理

 下
水

道
サ

イ
ド

と
の

接
続

協
議

、
農

業
集

落
排

水
施

設
の

財
産

処
分

に
つ

い
て

関
係

機
関

と
の

事
前

打
合

せ
を

行
い

ま
す

。

 事
前

打
合

せ
及

び
協

議
が

完
了

し
た

ら
、

財
産

処
分

書
類

の
作

成
要

領
を

参
考

に
長

期
利

用
財

産
処

分
報

告
書

を
作

成
し

、
報

告
を

行
い

ま
す

。
（

「
処

分
予

定
年

月
日

」
を

下
水

道
接

続
予

定
日

と
し

て
報

告
し

、
関

東
農

政
局

が
受

理
す

る
。

）

年
度

後
期

翌
年

度
翌

々

中
期

後
期

前
期

中
期

(1
)

説
明

資
料

作
成 項

目
前

期
前

期
中

期
後

期

財
産

処
分

　
当

該
年

度

財
産

処
分

の
事

由
発

生
～

前
年

度

(2
)

(4
)

(8
)

既
設

農
業

集
落

排
水

施
設

改
修

工
事

(7
)

長
期

利
用

財
産

処
分

報
告

～

(6
)

（
関

係
機

関
等

）

事
前

打
合

せ
及

び
協

議

報
告

書
受

理

下
水

道
事

業
計

画
の

変
更

(全
体

計
画

・
計

画
変

更
等

)

長
野

財
務

事
務

所
協

議

(起
債

繰
上

償
還

）
(3

)

(5
)都

市
計

画
の

変
更

 農
業

集
落

排
水

エ
リ

ア
を

下
水

道
排

水
区

域
と

し
て

位
置

付
け

る
必

要
が

あ
る

場
合

、
都

市
計

画
及

び
都

市
計

画
事

業
の

変
更

を
行

い
ま

す
。

(3
)長

野
財

務
事

務
所

協
議

 起
債

残
高

､
農

林
水

産
省

へ
の

報
告

内
容

等
を

ま
と

め
繰

上
償

還
に

つ
い

て
協

議
を

行
い

ま
す

。
（

財
政

融
資

資
金

未
償

還
元

金
含

む
｡
）

(5
)

都
市

計
画

の
変

更

(都
市

計
画

・
都

市
計

画
事

業
)

●

下
水

道
へ

の
接

続
工

事

財
産

処
分

・
処

分
結

果
報

告

項
　

　
　

　
　

目

(1
)財

産
処

分
の

事
由

発
生

～
説

明
資

料
作

成

作
　

　
　

　
業

　
　

　
　

内
　

　
　

　
容

　
　

　
　

等

 財
産

処
分

書
類

の
作

成
要

領
を

参
考

に
補

足
説

明
資

料
及

び
下

水
道

接
続

説
明

資
料

を
作

成
し

ま
す

。

２
 財

産
処

分
工

程
表

の
説

明

(9
)

こ
の

期
間

は
農

林
水

産
省

補
助

の
財

産
と

し
て

取
り

扱
う

(5
)(
6)

の
変

更
完

了
日

以
前

に
受

理
さ

れ
て

い
る

こ
と
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■ 承認基準第11条（報告）による場合の記載例 

 

別紙様式９号（第11条第１項関係） 

（補助対象財産の所有者が地方公共団体である場合） 

 

長期利用財産処分報告書 
番   号  

（元号）○年○月○日  

  

長野県知事 ○○ ○○ 様 

 

市町村長  氏   名※１   

 
（元号）○年度 ○○○事業※２補助金により取得した（又は効用の増加した）財産について、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第７条第３項の規定に基づき付された条件により付

された間接補助条件に基づき、下記のとおり処分したいので、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財

産の処分等の承認基準第11条第１項の規定により、報告いたします。 

 なお、本報告の受理後、当該報告に係る処分内容と異なる財産処分を行おうとする場合又は当該財産処分を取

りやめることにより間接補助目的に従った間接補助対象財産の使用を継続しようとする場合には、速やかに貴職

にその旨を報告し、指示に従うことといたします。 

 

記 

 

別紙のとおり 

 

 
 
 

 
別紙様式２号（第19条関係） 

 

長期利用財産処分報告書 
番   号  

（元号）○年○月○日  

  

長野県知事 ○○ ○○ 様 
 

市町村長  氏   名※１   

 
 （元号）○年度 ○○○事業※２補助金により取得した財産について、補助金等交付規則（昭和34年３月23日規則

第９号）第19条に基づき､下記のとおり処分したいので､補助金等交付規則第19条の規定に基づく知事等の承認につい

て（平成20年12月17日20財第103号）に基づき、報告書を提出します。 
 

記 
 

別紙のとおり 

国費分 

県費分 

※１ 公印省略の場合には、市町村長名の下に「（公印省略）」と記載 
※２ P34の該当事業名を記載 

※１ 公印省略の場合には、市町村長名の下に「（公印省略）」と記載 
※２ P34の該当事業名を記載 
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別 紙 

１ 処分の理由及び今後の利用方法等 

（１） 処分を行う理由 
（注） 近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変化に対応するた

め、また既存ストックを効率的に活用した地域活性化を図るためのものであることを具体的に記

述すること。 
 
※「である体」と「ます体」の混用は行わない。原則「ます体」とする。以下同じ。 
 

（２） 今後の利用方法（処分区分） 
（注） 今後の利用方法等、具体的に記述すること。 

 

（処分区分） 
 
（例）「承認基準」別表２(P61)に記載されている処分区分から記述すること。 

目的外使用 「収益がない場合」 

 

２ 処分の対象財産 
（１）施設の概要 

①処理施設 

財 産 の 名 称：農業集落排水施設 ○○○地区処理場（財産管理者：○○市） 

間接補助事業名：○○○事業（※P34の該当事業名を記載） 

所 在 地：○○市大字○○○○番地 

型 式：ＪＡＲＵＳ－○型（○○○○を組み合わせた方式） 

 

②処理施設用地 

数 量：Ａ＝○○○㎡（○筆） 

 

（２）事業費、間接補助事業費、補助率 

・処理施設・用地 

事 業 費：○○○,○○○,○○○円（うち処分対象財産分：○○○,○○○,○○○円） 

（内  訳） 

 処 理 施 設：○○○,○○○,○○○円 

 用地補償費： ○○,○○○,○○○円 

 測量試験費： ○○,○○○,○○○円 

 工 事 雑 費：  ○,○○○,○○○円 

間接補助金額：○○○,○○○,○○○円（うち処分対象財産分：○○○,○○○,○○○円） 

補 助 率：国庫補助率○％（※事業ごとの補助率はP35参照） 

 

・管路施設 

 

（３）耐用年数（処分制限期間）、経過年数 

   別添○ 財産管理台帳のとおり 

 

（４）現況図面、写真等 

   別添○のとおり  

事業費の内訳を記載 
※完了地区調書の事業費と整合させる 

※管路施設の財産処分が必要な場合には、「処理施設・用地」と同様に、処分

対象財産にかかる事業費、内訳等を記載（ない場合は「・管路施設」を削除） 
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３ 当該補助対象財産に係る行政需要への対応状況等 
別添「行政需要対応状況届」(P27,83) 

 

４ 処分予定年月日 
（元号）○年○月○日 

（注） 下水道への接続予定日とする。 

 

５ その他参考資料  
※「４－４ その他参考資料」(P32)を参照 

 

別添１ 位置図 

 別添２ 処理場写真 

 別添３ 財産管理台帳   等 
    ・ 
    ・ 
    ・ 

    

※添付する各資料の右肩に、添付した順で「別添○」と記載 
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人 人 人

人 人 人

％ ％ ％

○○年度○○年度○○年度

 し尿及び雑排水処理

同種の財産の名称 所　　在　　地

利用実績率 ○○
　汚水処理施設

間接補助対象財産の
名称

行政需要対応状況届

１． 当該間接補助対象財産の最近３年間の利用状況

水洗化

利用実績率 ○○

○○○

利用実績率 ○○

区域内

       ○○○人 

定住人口○○○人 

○○○

当 初 の 近 ３ 年 間 の 利 用 状 況

利用計画

○年○月○日

○年○月○日

 長野県○○市○○

 長野県○○市○○

※利用者等の要望等を記述すること。

○○浄化ｾﾝﾀ- 近接することから、今回の財産
処分施設の管路を接続し、汚水
を共同処理する。

４．当該間接補助事業等に関連する他の補助事業等又は間接補助事業等の申請状況

（ア）過去５年間の農林水産関係の補助事業等又は間接補助事業等の申請状況
　　　（申請中のものを含む。）

補助事業等又は間接
補助事業等の名称

補助対象財産又は間接
補助対象財産の名称

取得年月日

別添（別紙様式第９号関係）

備　　　考

○○○ 区域内 ○○○

水洗化

２． 当該間接補助対象財産に係る利用者等の要望

３． 当該間接補助対象財産と同種の財産の整備状況

区域内 ○○○

水洗化 ○○○

取得年月日

流入人口○○○人

補助事業等又は間接
補助事業等の名称

財産の名称 申請予定年度（予定額）

（下水道）

○○地区処理場

（農業集落排水）

今回、財産処分を行い、近接す
る公共下水道へ管路を接続し、
汚水を共同処理する。

備　考

備　　　考

（イ）農林水産関係の補助事業等又は間接補助事業等の当面の申請予定
　　　（計画中のものすべてを記入。）

（注）　申請中の場合は、補助対象財産又は間接補助対象財産の名称及び取得年月日は、
　　　予定を記入すること。

※利用実績率＝水洗化人口÷計画定住人口
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４－３ 承認基準第11条（申請）による場合 

対象財産の処分については、必ず事前承認を要することから、処分事由が生じた時点で処分内容等を把

握した上で、地域振興局及び生活排水課との打合せを行ってください。 

 承認申請後、関東農政局長が当該処分が合理的かつやむを得ないと判断された場合において、必要に応

じた条件（補助目的継承、補助金相当額の返還、処分結果報告）を付して承認されることとなります。 

 

■ 目的外使用で収益が見込まれる場合、有償譲渡、有償貸付け及び市町村合併に伴うもので収益が見込

まれる場合 

 

 ※その他参考資料の作成(P31)

 ※下水道、財政サイド等との打合せ

 ※財産処分の必要性、妥当性等の検討

事前
協議

事前
協議

進達

事前
協議

処分
申請

協議資料
作　  成

審査

(知事あて※)

納  入
告知書

納  入
告知書

進達
結果
報告

承認

処分
申請

事前
協議

 ※【国費】別紙様式10号(第11条第２項関係)
　 【県費】別紙様式２号(第19条関係)　(P29)

経由
承認
通知

 ※処分結果が分かる書類等を添付

承認
通知

 ※別表２(P61参照)の承認条件等が付される

 ※納入告知書発行から２０日以内

返還額
の納付

経由
返還額
の納付

受領

 ※有償又は収益が見込まれる場合

返還額
確  定

経由

(知事あて)

確認
結果
報告

市町村
地域振興局
農地整備課

環境部
生活排水課

関東農政局
地域整備課

事　　　　　　　　項

財産処分の事由発生

事前打合せ

長期利用財産処分申請

承認通知・条件提示

財産処分・処分結果報告

補助金相当額返還額確定
（納入告知書発行）

返還額の納付
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4

月
5

月
6

月
7

月
8

月
9

月
1

0
月

1
1

月
1

2
月

1
月

2
月

3
月

注
１

）
財

政
融

資
資

金
未

償
還

金
を

含
む

繰
上

償
還

に
つ

い
て

は
一

括
償

還
が

猶
予

さ
れ

る
場

合
が

あ
る

た
め

、
財

政
サ

イ
ド

と
も

十
分

に
事

前
打

合
せ

を
行

な
っ

て
く

だ
さ

い
。

注
２

）
農

業
集

落
排

水
施

設
の

統
合

に
伴

う
手

続
き

と
し

て
、

①
財

産
処

分
の

報
告

、
②

都
市

計
画

の
変

更
、

③
下

水
道

法
事

業
計

画
及

び
都

市
計

画
法

認
可

の
順

に
事

務
処

理
を

行
う

。
  

  
  

 （
①

～
③

が
同

日
付

け
で

も
可

）

注
）

本
工

程
表

は
、

事
例

に
基

づ
く

標
準

的
な

工
程

を
示

し
た

も
の

で
あ

る
。

１
 承

認
基

準
第

1
1

条
（

申
請

）
に

よ
る

場
合

の
財

産
処

分
工

程
表

(1
1

)起
債

繰
上

償
還

(1
0

)補
助

金
相

当
額

返
還

額
の

確
定

及
び

納
付

 国
庫

へ
繰

上
償

還
を

行
い

ま
す

。

 補
助

金
相

当
額

返
還

額
を

確
定

し
、

納
入

告
知

書
が

発
行

さ
れ

る
の

で
２

０
日

以
内

に
返

還
額

を
納

入
し

ま
す

。

(8
)既

設
農

業
集

落
排

水
施

設
改

修
工

事

(9
)財

産
処

分
・

処
分

結
果

報
告

 下
水

道
へ

の
接

続
（

切
換

）
工

事
が

完
了

し
た

ら
、

利
用

を
図

る
農

業
集

落
排

水
施

設
の

改
修

工
事

を
行

い
ま

す
。

 利
用

を
図

る
農

業
集

落
排

水
施

設
の

改
修

工
事

が
完

了
し

た
ら

、
財

産
処

分
を

行
い

そ
の

結
果

を
報

告
し

ま
す

。

(6
)下

水
道

事
業

計
画

の
変

更

(7
)下

水
道

へ
の

接
続

工
事

 下
水

道
法

に
基

づ
く

全
体

計
画

の
変

更
及

び
事

業
計

画
の

変
更

（
農

集
排

区
域

の
拡

大
）

を
行

い
ま

す
。

 各
種

手
続

き
が

完
了

し
た

ら
、

下
水

道
へ

の
接

続
工

事
（

管
渠

敷
設

・
切

換
等

）
を

行
い

ま
す

。

(2
)事

前
打

合
せ

及
び

協
議

(4
)長

期
利

用
財

産
処

分
申

請
～

承
認

●

 下
水

道
サ

イ
ド

と
の

接
続

協
議

、
農

業
集

落
排

水
施

設
の

財
産

処
分

に
つ

い
て

関
係

機
関

と
の

事
前

打
合

せ
を

行
い

ま
す

。

 事
前

打
合

せ
及

び
協

議
が

完
了

し
た

ら
、

財
産

処
分

書
類

の
作

成
要

領
を

参
考

に
長

期
利

用
財

産
処

分
申

請
書

を
作

成
し

、
申

請
を

行
い

ま
す

。
（

「
処

分
予

定
年

月
日

」
を

下
水

道
接

続
予

定
日

と
し

て
報

告
し

、
関

東
農

政
局

が
受

理
す

る
。

）

●

(9
)

項
　

　
　

　
　

目

(1
)財

産
処

分
の

事
由

発
生

～
説

明
資

料
作

成

作
　

　
　

　
業

　
　

　
　

内
　

　
　

　
容

　
　

　
　

等

 財
産

処
分

書
類

の
作

成
要

領
を

参
考

に
補

足
説

明
資

料
及

び
下

水
道

接
続

説
明

資
料

を
作

成
し

ま
す

。

２
 財

産
処

分
工

程
表

の
説

明

●

確
定

及
び

納
付

(1
1

)

年
度

後
期

翌
年

度
翌

々

中
期

後
期

前
期

中
期

(7
)

長
期

利
用

財
産

処
分

申
請

～

下
水

道
へ

の
接

続
工

事

財
産

処
分

の
事

由
発

生
～

(6
)

（
関

係
機

関
等

）

説
明

資
料

作
成

事
前

打
合

せ
及

び
協

議

承
認

下
水

道
事

業
計

画
の

変
更

(全
体

計
画

・
事

業
計

画
等

)

(3
)

長
野

財
務

事
務

所
協

議

 項
　

目
財

産
処

分
　

当
該

年
度

(1
)

(2
)

(4
)

前
期

前
年

度

前
期

中
期

後
期

(5
)都

市
計

画
の

変
更

 農
業

集
落

排
水

エ
リ

ア
を

下
水

道
排

水
区

域
と

し
て

位
置

付
け

る
必

要
が

あ
る

場
合

、
都

市
計

画
及

び
都

市
計

画
事

業
の

変
更

を
行

い
ま

す
。

(起
債

繰
上

償
還

）

起
債

繰
上

償
還

(3
)長

野
財

務
事

務
所

協
議

 起
債

残
高

､
農

林
水

産
省

へ
の

申
請

内
容

等
を

ま
と

め
繰

上
償

還
に

つ
い

て
協

議
を

行
い

ま
す

。
（

財
政

融
資

資
金

未
償

還
元

金
含

む
｡
）

(5
)

都
市

計
画

の
変

更
(都

市
計

画
・

都
市

計
画

事
業

)

(8
)

既
設

農
業

集
落

排
水

施
設

改
修

工
事

(1
0

)
補

助
金

相
当

額
返

還
額

の

財
産

処
分

・
処

分
結

果
報

告

こ
の

期
間

は
農

林
水

産
省

補
助

の
財

産
と

し
て

取
り

扱
う

(5
)(
6)

の
変

更
完

了
日

以
前

に
受

理
さ

れ
て

い
る

こ
と
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■ 承認基準第11条（申請）による場合の記載例 

 

別紙様式10号（第11条第２項関係） 

（補助対象財産の所有者が地方公共団体である場合） 

 

長期利用財産処分承認申請書 
番   号  

（元号）○年○月○日  

  

長野県知事 ○○ ○○ 様 

 

市町村長  氏   名※１  
 

（元号）○年度 ○○○事業※２補助金により取得した（又は効用の増加した）財産について、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第７条第３項の規定に基づき付された条件により付

された間接補助条件に基づき、下記のとおり処分したいので、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財

産の処分等の承認基準第11条第２項の規定により、承認申請します。 

 なお、本申請の承認後、当該承認に係る処分内容と異なる財産処分を行おうとする場合、当該承認に付された

条件を満たすことができなくなった場合又は当該財産処分を取りやめることにより間接補助目的に従った間接補

助対象財産の使用を継続しようとする場合には、速やかに貴職にその旨を報告し、指示に従うことといたします。 

 

記 

 

別紙のとおり 

 

 
 
 

 
別紙様式２号（第19条関係） 

 

承認申請書 
番   号  

（元号）○年○月○日  

  

長野県知事 ○○ ○○ 様 
 

市町村長  氏   名※１   

 
 （元号）○年度 ○○○事業※２補助金により取得した財産について、補助金等交付規則（昭和34年３月23日規則

第９号）第19条に基づき､下記のとおり処分したいので､補助金等交付規則第19条の規定に基づく知事等の承認につい

て（平成20年12月17日20財第103号）に基づき、承認申請書を提出します。 
 

記 
 

別紙のとおり 

県費分 

国費分 ※１ 公印省略の場合には、市町村長名の下に「（公印省略）」と記載 
※２ P34の該当事業名を記載 

※１ 公印省略の場合には、市町村長名の下に「（公印省略）」と記載 
※２ P34の該当事業名を記載 
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別 紙 

１ 処分の理由及び今後の利用方法等 

（１） 処分を行う理由 

（注） 近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変化に対応するた

め、また既存ストックを効率的に活用した地域活性化を図るためのものであることを具体的に記

述すること。 

 

※「である体」と「ます体」の混用は行わない。原則「ます体」とする。以下同じ。 

 

（２） 今後の利用方法（処分区分） 

（注） 今後の利用方法等、具体的に記述すること。 

 

（処分区分） 

 

（例）「承認基準」別表２(P61)に記載されている処分区分から記述すること。 

目的外使用 「収益が見込まれる場合」 

 

２ 処分の対象財産 

※ 「■ 承認基準第11条（報告）による場合の記載例」(P23)参照 

 

３ 当該補助対象財産に係る行政需要への対応状況等 

別添「行政需要対応状況届」(P88) 

 

４ 処分予定年月日 

（元号）○年○月○日 

（注） 下水道への接続予定日とする。 

 

５ その他参考資料  

※「４－４ その他参考資料」(P31)を参照 

 

別添１ 位置図 

 別添２ 処理場写真 

 別添３ 財産管理台帳   等 
    ・ 
    ・ 
    ・ 
 

 

 

 

 

 

※添付する各資料の右肩に、添付した順で「別添○」と記載 
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４－４ その他参考資料 

■ 参考資料の作成例

１ 位置図 

・位置図は、１／２５，０００～１／５０，０００の地図を利用し、地区名、処理場の位置、処理区域

及び長野県内位置図を記載する。

・接続する下水道についても記載し、位置関係が分かるようにする。

２ 処理場現況写真 

・処理場については、全景写真（４方向から撮影）を添付する。

・処理施設の主要部分（各室内、水槽内、主要機器等）についても撮影する。

・平面図の縮図を利用し、撮影位置・方向が分かるように整理する。

また、平面図には建築床面積を記載する。

３ 財産管理台帳 

・処分財産ごとに､処分財産調書、処分方法、補助金等返還額の一覧表を整理し、作成する。

国費 県費

農業集落排水事業 長野県 ○○地区 ○○市 円 円 円 円

国費分　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第13条第１号から３号までの財産、要綱第○

県費分　補助金等交付規則第19条第１号から２号までの財産

（注）１　既存の財産管理台帳の備考欄に経過年数や国費率を追記してください。

　２　また、撤去する施設については備考欄に記載してください。

　３　検収または取得年月日の欄への記入内容は、完成年度で記載してください。

　４　類似の台帳がある場合にはそれらをもって代えることができます。

備考
処分の種類 処分年月日

補助金返還額

【　　年　　月　　日時点】

財産管理台帳

事業名 県名 地区名
事業実施

主体
名称 形状寸法 数量 単価 取得金額

検収または
取得年月日

処分制限期間 処分制限年月日

処分の状況

建屋 鉄筋コンクリート造 1棟

処理水槽 鉄筋コンクリート造 1式 18年 ○年経過

○年経過

機械設備 1式 ５年

38年

電気設備 1式

○年経過
撤去

○年経過
一部撤去

管路施設
硬質塩化ビニル管

φ150～300mm
L=○.○○ｍ 18年

15年

○年経過

土地 ○,○○○㎡

国費率50%
県費率○
○%

○年経過

計

永年
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４ 残存価格算定表 

・残存価格算定表により処分財産ごと、取得年月日ごとに財産管理台帳を参考に作成する。 

なお、本表の作成は補助金返還を伴う場合（承認基準第10条､第11条第２項）に適用するものとする。 

 

円 × 50% ＝ 円

円 × 15% ＝ 円

計 円

国庫補助金相当額 残存価格×補助率

（注）償却率については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」第四条別表第七による。

県費相当額 残存価格×補助率

定率法による計算

　　　　　　　残存価格＝取得価格－（取得価格×償却率×経過年数）

年度

償　却　率 経過年数

償還方法 定　率　法

耐用年数 取得年月日

財　産　名 取得価格

残存価格算定表

事　業　名 地　区　名
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【参 考】 

■ 農業集落排水施設の処分制限期間 

（１）建物（鉄筋コンクリ－ト造）、その他のもの  ３８年※１ 

   (種類)建物 - (構造又は用途)鉄筋鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造 - (細目)その他のもの 

（２）処理水槽（鉄筋コンクリ－ト造）       １８年※２ 

(種類)構築物 

（３）電気設備（照明設備を含む）、その他のもの  １５年※１ 

   (種類)建物附属設備 - (構造又は用途)電気設備（照明設備含む。） - (細目)その他のもの 

（４）機械設備（機械及び装置）、ポンプ施設を含む  ５年※２ 

   (種類)機械及び装置 

（５）管路施設                  １８年※２ 

(種類)構築物 

 

※１ 減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和40年大蔵省令第15号)(以降、省令)の第一条第一項 

（所得税法施行令第六条第一号に掲げる資産）に基づく別表第一による耐用年数 

※２ 省令の第二条第一項に基づく別表第五による耐用年数 

 

■ 減価償却資産の償却率表（関係分） 

耐用

年数 

平成24年４月１日 

以後取得 

平成19年４月１日から 

平成24年３月31日までに取得 

平成19年 

４月１日 

以後取得 

平成19年３月31日 

以前取得 

定率法 定率法 定額法 

償却率 

旧定額法 

償却率 

旧定率法 

償却率 償却率 改定償却率 保証率 償却率 改定償却率 保証率 

５ 0.400 0.500 0.10800 0.500 1.000 0.06249 0.200 0.200 0.369 

15 0.133 0.143 0.04565 0.167 0.200 0.03217 0.067 0.066 0.142 

18 0.111 0.112 0.03884 0.139 0.143 0.02757 0.056 0.055 0.120 

38 0.053 0.056 0.01882 0.066 0.067 0.01393 0.027 0.027 0.059 

 

※平成 10 年４月１日以後に取得した建物の償却方法は、旧定額法（平成 19 年４月１日以後取得の建物は

定額法）のみとなっている。 
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H4まで H5 H6 H10 H11 H14

－ 50/15/35

－ 0/15/85

－ －

－ － － － － 0/16.6/33.4

－ －

－ －

H15 H17

50/7.5/42.5

50/7.5/42.5

0/7.5/92.5

50/7.5/42.5

－

－ － －

H22 H23 H24 H25～

50/0/50 －

－

※H15新規採択地区からは県費0となっている。

50/0/50

50/0/50

50/25/25（H16完）

50/7.5/42.5

0/7.5/92.5（H14完）

H21～

0/16.6/33.4（H16完）

0/7.5/92.5

50/0/50（H16完）

事　業　名

50/10/40

0/10/90

50/10/40（H8完）

50/10/40（H9完）

 小規模農業集落排水事業

 農村総合整備モデル事業

 農村基盤総合整備事業 50/15/35

 むらづくり交付金 50/0/50

50/3.75/46.25（継続のみH17完）

50/0/50

H16

事　業　名

 農業集落排水事業 50/7.5/42.550/10/4050/15/35

 過疎代行農業集落排水事業（県：２）

 過疎代行農業集落排水事業（県：１）

 過疎代行農業集落排水事業（団）

50/10/40

0/10/90

 農業集落排水緊急整備事業（処理場）

 農業集落排水緊急整備事業（管　路）

50/25/25

 過疎代行農業集落排水事業（県：２）

 過疎代行農業集落排水事業（団）

※負担割合の表記：国費／県費／市町村等

事　業　名

農山漁村地域整備交付金(農業集落排水事業)

地域自主戦略交付金(農業集落排水事業) 50/0/50

 農業集落排水事業

 農業集落排水緊急整備事業（処理場）

 農業集落排水緊急整備事業（管　路）

 過疎代行農業集落排水事業（県：１）

 0/3.75/96.25（継続のみH17完）

 汚水処理施設整備交付金

　　■ 農業集落排水関係事業負担割合

50/7.5/42.5
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５ 財産管理台帳 

・実績報告時に提出した財産管理台帳のコピ－を添付する。 

※国へ報告した台帳（県費が含まれていないもの） 

 

６ 処理場利用計画 

 ・廃止となる処理場の利用計画に関する説明資料を添付する。（写真を含む。） 

※「５－２ 利用計画平面図（事例）」(P41)を参照 

 

７ 財産処分スケジュ－ル 

 ・財産処分工程表、工程表の説明、関係機関との調整スケジュ－ルを記述する。 

※「財産処分工程表」(P18,22,28)を参照 

 

８ 完了地区調書 

・完了地区調書を添付する。 

 

■ 下水道等接続説明資料の作成例 

１ 接続検討書 

別添「下水道接続説明資料」(P36～39) 

 

２ 計画概要表 

事業実施要綱に基づく様式 

 

３ 計画一般平面図（できる限りＡ４又はＡ３版） 

農業集落排水区域のほか下水道との位置関係、接続箇所が明示されている図面 

 

４ 農業集落排水整備計画図 

事業実施要綱に基づく様式 

 

５ その他説明資料 

様式任意（ただし、Ａ４を基本とする） 
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地 　区　 名

　　年　　月

下  水  道  接  続  説  明  資  料

都道府県名

市 町 村 名
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接 続 検 討 書 

 

１ 事業概要 

 

 

２ 経済性 

（１）農集排単独で実施することとしていたときの経済性（都道府県構想時の経済性） 

※当初、単独で実施することとしていたときの経済性に関する考え方を記入する。 

別紙計算様式（様式１）添付(P39)（建設費及び維持管理費で検討） 

（２）接続に関する現時点の経済性 

※接続後の経済性に関する考え方等を記入する。 

別紙計算様式（様式１）添付(P39)（建設費及び維持管理費で検討） 

 

３ 接続理由書 

（１）接続が効率的となった背景、状況変化 

※接続が効率的となった背景、状況変化（農集排の状況、下水道の状況、社会的状況変化等）等、以下 

について記述するとともに、それまでの経緯を時系列的に記述する。 

１）下水道整備構想の背景、状況変化 

 

２）農業集落排水の状況 

 

３）下水道の状況 

 

４）現時点で農集排を下水道に接続することが効率的となった背景、状況変化 

都道府県名

計画人口 人 戸

Ｈ 21

人 23 年下水道処理対象人口

下水道の種類
（○で囲む）  ④、⑤の場合、関連先は→　・流域（流域名：　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　 ・公共

月予定

％100

下水道への
接続時期

千円

昭和

 ①流域 　②単独公共 　③単独特環　 ④関連公共　 ⑤関連特環

 ①の場合→流域名：

完了年度 平成 年度

進捗率

年度地  区  名 地区 採択年度

計画戸数

市町村名

総事業費 千円
までの

事業費
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４ 関係部局等との調整状況 

（１）下水道部局等の関連機関及び接続に係る関係者との調整経緯 

※下水道部局等の関連機関及び接続に係る関係者との調整経緯について時系列的に整理する。  

（２）今後の調整スケジュ－ル 

※接続に関する調整スケジュ－ルについて記述する。 

（３）下水道部局等の関連機関及び接続に係る関係者の見解 

※当該地区の接続に関して下水道部局等及び受益者の見解について記述する。 

・下水道部局 

受入処理場の余裕量、統合する農業集落排水の既設管渠の状態 など 

  ・道路部局 

    接続管路埋設のための事前協議 など 

  ・その他関連する機関との必要事項 

  ・受入処理場に係る自治会等 

    農業集落排水統合に伴う汚水の受入れ可否 など 

（４）事業推進スケジュ－ル 

※スケジュ－ルには農集排、下水道の施設整備のほか、下水道法第４条の事業計画の変更等、接続に当た

って必要な手続きのスケジュ－ルを記述する。 

（縦に項目、横に年度の表とし、バーチャート等で表現：様式２添付(P39)） 
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(様式１) ケース：　現時点　　　機能更新

1.現況施設を継続利用する場合

項　　目 費用(千円/年) 備　考

①-1処理場改築費（躯体工事） ○,○○○ 建設費○○,○○○千円÷耐用年数○年

①-2処理場改築費（機械設備） ○○○ 建設費○○,○○○千円÷耐用年数○年

②維持管理費 ○,○○○ ○年度実績

③年間費用(①+②) ○,○○○

2.下水道接続した場合の費用

項　　目 費用(千円/年) 備　考

④接続管路建設費 ○,○○○ 建設費○○,○○○千円÷耐用年数○年

⑤接続中継ポンプ施設費 ○,○○○ 建設費○○,○○○千円÷耐用年数○年

⑥下水道処理場改築工事費 ○

⑦下水道処理場維持管理費 ○,○○○ 取扱量の増加に伴う費用

⑧年間費用(④+⑤+⑥+⑦) ○,○○○

　削減額 ： 継続利用③ － 下水道接続⑧　＝ ○,○○○（千円/年）

農業集落排水施設と下水道との接続検討資料（経済性）

都道府県名： 市町村名： 地区名：

区分 事業名 処理区名 項目 Ｈ　年度 Ｈ　年度 Ｈ　年度 Ｈ　年度 Ｈ　年度 Ｈ　年度 Ｈ　年度 Ｈ　年度 Ｈ　年度 備考

事業期間
下水道法認可
接続予定
供用開始

全体計画策定
事業認可
事業期間

※１　「事業名」は、集排、流域下水道、公共下水道、特環下水道を記入し、関連下水道の場合は○○関連と付記。
※２　認可、策定等、時期を記入する項目は当初を◎で記入し、追加、変更等は○で記入。
※３　事業期間は、←→で該当期間を記入。

■ 事業推進スケジュ－ル

（様式２）

農
集
排
施
設

接
続
先
下
水
道

※１　建設費は、事業計画事業費または実態に見合った費用を用いること。
※２　耐用年数は、標準耐用年数、実績どちらを用いてもよいが、接続前、接続後の同一区分については同一年数とする。
※３　標準耐用年数は､「農業集落排水施設におけるストックマネジメントを実践するための機能診断調査要領（案）（平成24年３月31日）を参考とする。
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第５章 財産処分した農業集落排水施設の利用計画について 

５－１ 施設利用の具体的な事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 地域資源情報施設（歴史的文化財の学習室、保管室、

展示室、研究室等）（祭事道具等の保管展示）

 ・建物 ② 防災関連施設（防災備蓄倉庫、防火水槽等）

 ・処理水槽 ③ 汚水処理施設関連施設（中継ポンプ場等）

処理施設  ・機械設備 ④ 活動拠点施設（農用地利用改善組合）

 ・電気設備 （区民交流センター）（ふるさと納税返礼品倉庫・集荷所）

 ・（用地） ⑤ 営農関連施設（防除用水槽）（有害鳥獣対策資材置場）

（野菜保管庫、有害獣の解体施設）（農業資機材倉庫）

管路施設  ・管      渠 ① 汚水処理関連施設（引き続き下水道等管路施設として活用）

ポンプ施設  ・中継ポンプ等 ① 汚水処理関連施設（引き続き下水道等中継ポンプ施設として活用）

現　　　状 利　用　方　法
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５－２ 利用計画平面図（事例） 

〈地階〉

〈１階〉

《　Ａ地区処理施設利用計画平面図　　JARUS－Ⅲ型（１系列）　》

公共下水道中継ポンプ施設として利用

脱臭室

《前処理室》

前処理室

防火水槽

《脱臭室》

《階段室》

《汚泥貯留槽》

階段室

防火水槽

防火水槽

防火水槽

防火
水槽

《消毒槽》

流量調整槽

《汚泥貯留槽》

流量調整槽

防火水槽

《接触
ばっ気

槽
第２室》

流量調整槽

《沈殿槽》

《原水ポンプ槽》

原水ポンプ槽

防火水槽

《嫌気性ろ床槽第１室》《嫌気性ろ床槽第３室》 《流量調整槽》

流量調整槽

《嫌気性ろ床槽第２室》

《接触ばっ気槽
第１室》

《汚泥濃縮貯留槽》

ブロワ－室

《接触ばっ気槽
第１室》

《接触
ばっ気
槽第２
室》

《沈殿槽》

《スクリ－ン室》《嫌気性ろ床槽第３室》

《汚泥濃縮貯留槽》

《嫌気性ろ床槽第１室》

《汚泥貯留槽》

スクリ－ン室

《嫌気性ろ床槽第２室》

《消毒槽》

《階段室》《ブロワ－室》

廊下

階段室

《廊下》

《汚泥貯留槽》

公共下水道中継ポンプ施設として利用

《トイレ》

トイレ

《備品室》

《管理室》

管理室

備品室

※ 《　　》書は、農業集落排水施設使用時
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〈地階〉

〈１階〉

《汚泥貯留槽》

《汚泥貯留槽》

防火水槽

農地利用
組合倉庫

《　Ｂ地区処理施設利用計画平面図　　JARUS－ⅩⅠ型（回分槽２槽）　》

《消毒槽》

防火水槽

《放流ポ
ンプ槽》

《回分槽》

防災備品庫

《階段
室》 《前処理室》

農地利用組合倉庫

《玄関》

防災備品庫《汚泥
貯留
槽》

防災
備品
庫

《散水ポ
ンプ槽》

防火水槽

《ﾊﾞﾙﾌﾞﾋﾟｯﾄ》

防火水槽

《階段室》

《回分槽》

防災備品庫

《流量調整槽》《流量調整槽》

防災備品庫防災備品庫

《汚泥濃縮槽》

防火水槽

文化財・希少民具保管庫
農地利用組合倉庫

《電気室》

《管理室》

農地利用組合倉庫

《玄関》

農地利用
組合倉庫

防災備品庫

（会議室）

《階段室》

《ブロワ－室》

防災備品庫

※ 《　　》書は、農業集落排水施設使用時

《階段
室》
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〈地階〉

〈１階〉

《　Ｃ地区処理施設利用計画平面図　　JARUS－Ⅰ型　》

《逆洗ポンプ槽》 《消毒
槽》

防火水槽

《沈殿分離槽第１室》

《沈殿分離槽第１室》

《沈殿分離槽第２室》

《沈殿分離槽第２室》

防火水槽 防火水槽

防火水槽

防火水槽

《接触ばっ気槽第１室》

《汚泥濃縮
貯留槽》

防火水槽

防火水槽

《沈殿槽》 《原水ポンプ槽》

《接触ばっ気槽
第２室》

《接触ばっ気槽
第３室》

防火
水槽

防火水槽 防火水槽 防火水槽
《濾過ポンプ槽》

防火水槽

※ 《　　》書は、農業集落排水施設使用時

《沈殿分離槽第１室》

《沈殿分離槽第１室》

《沈殿分離槽第２室》

《沈殿分離槽第２室》 《管理室》

防災備蓄庫

《接触ばっ気槽第１室》

《沈殿槽》

《接触ばっ気槽
第２室》

《接触ばっ気槽
第３室》

《汚泥濃縮
貯留槽》
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〈地階〉

防火貯水槽

〈１階〉

展示室・作業所

《　Ｄ地区処理施設利用計画平面図　　ＯＤ　》

展示物保管庫

≪流量調整槽≫

防災備蓄庫

≪
汚

泥
濃

縮
槽

≫

≪前処理室≫≪ポンプ室≫
≪汚泥貯留槽≫≪汚泥貯留槽≫

≪汚泥貯留槽≫ 展示物保管庫

≪ＯＤ槽≫

防火貯水槽

≪消毒槽≫
≪汚泥貯留槽≫

≪沈澱槽≫

※ 《　　》書は、農業集落排水施設使用時

≪汚泥貯留槽≫≪汚泥貯留槽≫

展示室・作業所

≪ブロワ室≫

≪
汚

泥
濃

縮
槽

≫

≪スクリーン室≫

事務室

≪管理室≫

≪ＯＤ槽≫

≪汚泥貯留槽≫

≪汚泥貯留槽≫

≪消毒槽≫

≪沈澱槽上部≫
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〈地階〉

≪汚泥濃縮槽≫

〈１階〉

≪装置室≫

防護柵資材置場

《　Ｅ地区処理施設利用計画平面図　　ＯＤ　》

≪沈殿槽≫

≪ＯＤ槽≫

≪流量調整槽≫

防災備蓄倉庫

≪前処理室≫

防火貯水槽

防災備蓄

倉庫

≪ポンプ室≫

防災備蓄倉庫

≪汚泥貯留槽４槽≫

防火貯水槽

≪消毒槽≫

有害鳥獣防護柵
資材置場

有害鳥獣防護柵
資材置場

※ 《　　》書は、農業集落排水施設使用時

護柵資材置場

≪ＯＤ槽≫

≪スクリーン室≫

≪管理室≫

≪脱臭室≫

≪水槽上部≫

防災備蓄倉庫

≪ブロワ室≫

防護柵
資材置場
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〈地階〉

〈１階〉

防除用水槽 ≪階段室≫

《　Ｆ地区処理施設利用計画平面図　　JARUS－Ⅲ型（２系列）　》

防除用水槽

防除用水槽

≪前処理室≫

資材倉庫

≪嫌気性ろ床槽第３室≫

防除用水槽

≪嫌気性ろ床槽第２室≫ ≪嫌気性ろ床槽第１室≫

≪接触ばっ気槽
（第２室）≫

≪沈殿槽≫

≪接触ばっ気槽
第２室≫

≪接触ばっ気槽
第１室≫≪嫌気性ろ床槽第３室≫

防除用水槽 防除用水槽

≪接触ばっ気槽
第１室≫

≪嫌気性ろ床槽第２室≫ ≪嫌気性ろ床槽第１室≫

防除用水槽 防除用水槽

防除用水槽

≪流量調整槽≫

≪消毒槽≫

≪ブロワ室≫

薬剤等保管

管理事務室

≪階段室≫

≪管理室≫

≪汚泥濃縮貯留槽≫

≪汚泥貯留槽≫

≪沈殿槽≫

≪汚泥濃縮貯留槽≫

≪消毒槽≫

≪汚泥貯留槽≫

≪沈殿槽≫

※ 《 　》書は、農業集落排水施設使用時

≪嫌気性ろ床槽第３室≫

≪嫌気性ろ床槽第１室≫

≪嫌気性ろ床槽第２室≫

≪嫌気性ろ床槽第２室≫

≪嫌気性ろ床槽第１室≫

≪接触ばっ気槽
第２室≫

≪嫌気性ろ床槽第３室≫

薬剤等保管

≪スクリーン室≫

≪接触ばっ気槽
第１室≫

≪接触ばっ気槽
第１室≫

≪接触ばっ気槽
第２室≫

≪沈殿槽≫
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